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Ⅰ．全体的講評
1)解答の形式について

　文章を書く際には論理的文章を書く必要がある。設問として１から４を挙げておいたのは、論理的文章を書く際に必要な要素だからである。したがって、１から４の解答順は、論理的文章を書く際にもっとも書きやすいパターン。私以外の講義での論述式の試験問題の答え方、ゼミ論文の書き方等、文章作成すべてについて当てはまるパターンであるので、文章の書き方の訓練だと考えてもらいたい。

2)個別解答項目について

　1.論点とは、何が問題であるのかがわかるように提示する必要がある。「～の問題」とか、「～について」など、何を言っているのかわからないものは論点提示にならない。

  2.法状況の説明とは、法規定の説明、司法判断の説明など。

  3.諸説は相互排他的であるから諸説は両立しない。

  4.したがって自説とは、いかなる判断基準を採用するかの見解である。決して当該事案について原告・被告のいずれが勝訴するかの問題ではない。ある判断基準を採用したとしても、ケースによって原告が勝ったり被告が勝ったりする。事実関係はわからないので、事実関係については判断などできない。

  5.自説を主張するためには、その根拠が必要。

講評の中で提示している単語が登場はするが、それが論理的につながっていない答案が多い。

設問の１．から４．は、あくまで論理的に記述することができるために設定した設問である。

関連する単語が登場することよりも、論理的に記述できていることの方が重要である。

　

すべてについて理由や根拠が必要。

諸説は、結論だけでなく、その結論にいたる理由が必要になる。自説も同様。

Ⅱ．合格率：９８．１％（対全受験者：９３．４％、対受講登録者：８８．８％）

　受験者：２５８人（講義不受講者と棄権者（白紙答案の者を含む）１３人を除く）

　合格者：２５３人、不合格者：５人

　昨年の合格率は９８．２％（対全受験者：９５．５％）であるので、合格率は同一。ただし、昨年は講義不受講者で受験した者が８人であったのに対して今年は１３人もいるため、対全受験者比は低下した。また、ＪＡ、ＪＢクラスでは不受験者が２ないし３名であったのに対して、ＪＣクラスは１４人と多い。１４名全員が不受講者であるので、受験したとしても不合格になる可能性が高い。ＪＡ、ＪＢクラスの合格率と比較するには対受講登録者を見る方が妥当であろう。この場合には、ＪＡ、ＪＢクラスよりも若干、合格率は低いことになる。

　合格者中における評価割合は、Ａ＋：5.9％、Ａ：25.7％、Ｂ：40.3％、Ｃ：28.1％

　昨年の評価割合は、Ａ＋：5.7％、Ａ：24.1％、Ｂ：40.1％、Ｃ：30.1％、であるのでほぼ同一。敢えていうならば、Ａが若干多く、Ｃが若干少ない。

　なお学部基準は、Ａ＋：5％程度、Ａ：25±5％程度、Ｂ：40±5％程度、Ｃ：30±5％程度である。

　ＧＰＡ（Ａ＋＝５点、Ａ＝４点、Ｂ＝３点、Ｃ＝２点として、合計数を人数で徐して得た数値）

法学科一般＝2.97点、司法＝3.15点、公務行政＝3.08点、国際法務＝3.00点、平均＝3.03点
　昨年は、法学科一般＝2.88点、司法＝2.79点、公務行政＝3.19点、国際法務＝3.07点であるので、司法の点数が高く、公務行政の点数が低い。　

Ⅲ．個別問題毎の講評

Ａ．民事法にかかわる以下の①から⑤の設問から一つを選び答えなさい。

①約款の拘束力を全面的に承認してよいのか。

１．法的論点

  1.要点　　：約款による契約が意思表示の合致と言えるのか

  2.採点基準：項目があれば、△。日本語になっていれば、○

２．法内容の説明

  1.要点　　：契約の成立、約款とは何か、行政的規制・立法的規制・契約的規制

2.採点基準：部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○

３．諸説

  1.要点　　：法規説、契約説

  2.採点基準：説が述べられているだけだと△、内容（とりわけ根拠）が述べられていれば、○

４．自説

　2.採点基準：自らの立場が最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○

②法人の政治献金は合法だろうか。

１．法的論点

  1.要点　　：法人の権利能力内か否か

  2.採点基準：項目があれば、△。日本語になっていれば、○

２．法内容の説明

  1.要点　　：法人とは何か、法人の権利能力とは何か

2.採点基準：部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○

３．諸説

  1.要点　　：法人の目的の範囲内、目的とは無関係、目的の範囲外、一定限度内のみ可能

  2.採点基準：説が述べられているだけだと△、内容（とりわけ根拠）が述べられていれば、○

４．自説

　2.採点基準：自らの立場が最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○

③景観保護のために土地利用が制限されるべきだろうか。

１．法的論点

  1.要点　　：所有権絶対の原則と環境・景観利益による制限の可否

  2.採点基準：項目があれば、△。日本語になっていれば、○

２．法内容の説明

  1.要点　　：所有権絶対の原則、その制限

2.採点基準：部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○

３．諸説

  1.要点　　：景観利益の否定（国立事件高裁）、肯定（同最高裁）、肯定による制限認容（同地裁）

  2.採点基準：説が述べられているだけだと△、内容（とりわけ根拠）が述べられていれば、○

４．自説

　2.採点基準：自らの立場が最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○
④公害の原因を作った自動車メーカーの責任を認めるべきだろうか。

１．法的論点

  1.要点　　：損害賠償における過失責任主義の下で公害加害者の過失をどう考えるか

  2.採点基準：項目があれば、△。日本語になっていれば、○

２．法内容の説明

  1.要点　　：不法行為、過失責任主義、無過失責任とその根拠

2.採点基準：部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○

３．諸説

  1.要点　　：過失責任論、新受忍限度論、無過失責任論

  2.採点基準：説が述べられているだけだと△、内容（とりわけ根拠）が述べられていれば、○

４．自説

　2.採点基準：自らの立場が最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○
⑤選択的夫婦別姓制度を導入するべきだろうか。

１．法的論点

  1.要点　　：法律婚主義と選択的夫婦別姓制度

  2.採点基準：項目があれば、△。日本語になっていれば、○

２．法内容の説明

  1.要点　　：戸籍制度、法律婚主義、憲法２４条、選択的夫婦別姓制度の法律案要綱

2.採点基準：部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○

３．諸説

  1.要点　　：賛成論、反対論

  2.採点基準：説が述べられているだけだと△、内容（とりわけ根拠）が述べられていれば、○

４．自説

　2.採点基準：自らの立場が最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○
Ｂ．刑事法にかかわる以下の⑥から⑧の設問から一つを選び答えなさい。

⑥広島市暴走族追放条例は罪刑法定主義に反するだろうか。

１．法的論点

  1.要点　　：広島市暴走族追放条例の文言が明確性原理に反するか

  2.採点基準：項目があれば、△。日本語になっていれば、○

２．法内容の説明

  1.要点　　：罪刑法定主義とは何か、派生原理、憲法３１条

2.採点基準：部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○

３．諸説

  1.要点　　：合憲的限定解釈（最高裁多数意見）、違憲（同少数意見）

  2.採点基準：説が述べられているだけだと△、内容（とりわけ根拠）が述べられていれば、○

４．自説

　2.採点基準：自らの立場が最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○
⑦死刑制度は合憲だろうか。

１．法的論点

  1.要点　　：憲法３６条の残虐な刑罰の禁止と死刑

  2.採点基準：項目があれば、△。日本語になっていれば、○

２．法内容の説明

  1.要点　　：刑罰の種類、死刑事由、憲法３６条

2.採点基準：部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○

３．諸説

  1.要点　　：合憲論、違憲論

  2.採点基準：説が述べられているだけだと△、内容（とりわけ根拠）が述べられていれば、○

４．自説

　2.採点基準：自らの立場が最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○

＊コメント

　合憲・違憲の設問であるので、廃止・存続の論点ではない。混同しているものが大半であった。

⑧自白に基づく捜査の是非

１．法的論点

  1.要点　　：自白に基づく捜査が憲法上の刑事手続き保障規定に反するか否か

  2.採点基準：項目があれば、△。日本語になっていれば、○

２．法内容の説明

  1.要点　　：憲法上の刑事手続保障規定、自白、冤罪

2.採点基準：部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○

３．諸説

  1.要点　　：擁護論、批判論

  2.採点基準：説が述べられているだけだと△、内容（とりわけ根拠）が述べられていれば、○

４．自説

　2.採点基準：自らの立場が最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○
Ｃ．憲法にかかわる以下の⑨から⑬の設問から一つを選び答えなさい。

⑨外国人の公務員管理職への昇任は国民主権原理によって禁止されるのだろうか。

１．法的論点

  1.要点　　：国民主権原理は統治原理であり、外国人排除の根拠となるか

  2.採点基準：項目があれば、△。日本語になっていれば、○

２．法内容の説明

  1.要点　　：国民主権、外国人、特別永住者、公務員への任用・管理職昇進

2.採点基準：部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○

３．諸説

  1.要点　　：国民主権を根拠に排除、公務員の種類による、特別永住者は国民、外国人も可能

  2.採点基準：説が述べられているだけだと△、内容（とりわけ根拠）が述べられていれば、○

４．自説

　2.採点基準：自らの立場が最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○

・コメント

　　東京都管理職昇進事件は、外国人一般の話ではなく、特別永住者についての議論である。

大半が混同していた。旅行者も含めて外国人一般に等しく権利保障することにはならない。

⑩司法消極主義の是非

１．法的論点

  1.要点　　：権力分立原則の下で、司法審査は法律を尊重するべきか

  2.採点基準：項目があれば、△。日本語になっていれば、○

２．法内容の説明

  1.要点　　：権力分立と三権間の相互関係、付随的違憲審査制と憲法判断回避の準則

2.採点基準：部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○

３．諸説

  1.要点　　：司法積極主義、司法消極主義

  2.採点基準：説が述べられているだけだと△、内容（とりわけ根拠）が述べられていれば、○

４．自説

　2.採点基準：自らの立場が最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○

⑪出版物がプライバシーを侵害している場合に出版差止まで認めるべきだろうか。

１．法的論点

  1.要点　　：表現の自由とプライバシー

  2.採点基準：項目があれば、△。日本語になっていれば、○

２．法内容の説明

  1.要点　　：表現の自由とダブルスタンダード（根拠）、プライバシー権（根拠）、

北方ジャーナル事件最高裁判決

2.採点基準：部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○

３．諸説

  1.要点　　：出版差止めの容認、否定

  2.採点基準：説が述べられているだけだと△、内容（とりわけ根拠）が述べられていれば、○

４．自説

　2.採点基準：自らの立場が選択されていることが最低限必要。

　　　　　　　採用しない説についての反論があれば、○

＊コメント

　北方ジャーナル事件最高裁判決で示された要件を、諸説の部分で週間文春事件判決の中であげていても部分点は出さなかった。北方ジャーナル事件最高裁判決での要件を、適用するのか否か自体が問題であるから。

⑫大学内部の問題に司法審査がどこまで及ぶと考えるべきだろうか。

１．法的論点

  1.要点　　：大学の自治と個人の権利

  2.採点基準：項目があれば、△。日本語になっていれば、○

２．法内容の説明

  1.要点　　：大学の自治、部分社会論（判例法理）

2.採点基準：部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○

３．諸説

  1.要点　　：司法審査の対象外、内部行為と一般法秩序を区別、個々の判断による

  2.採点基準：説が述べられているだけだと、△

　　　　　　　内容（とりわけ根拠―説明ではなく―）が述べられていれば、○

４．自説

　2.採点基準：自らの立場が最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○
⑬西サハラに自決権が認められるか。

１．法的論点

  1.要点　　：民族自決権の承認

  2.採点基準：項目があれば、△。日本語になっていれば、○

２．法内容の説明

  1.要点　　：国連憲章１１章、国際司法裁判所勧告的意見

2.採点基準：部分的に述べられていれば△、全体としてだいたいが述べられていれば○

３．諸説

  1.要点　　：モロッコとの忠誠関係、自決権の承認

  2.採点基準：説が述べられているだけだと△、内容（とりわけ根拠）が述べられていれば、○

４．自説

　2.採点基準：自らの立場が最低限必要。採用しない説についての反論があれば、○
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